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説明事項

▶介護予防支援の指定の拡大について

▶継続利用要介護への対応について

▶介護予防ケアマネジメント一部変更について

▶生活支援を行っている市民団体の紹介
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3※厚生労働省　介護保険最新情報Vol.1299より抜粋



指定居宅介護支援事業所による
介護予防支援の指定について

• 指定の書式は厚生労働省の指定様式を使用
し市に申請を行う。

• 介護保険審議会の意見を反映した上で指定
を行う

※介護保険審議会は年に１～４回実施してい
ます。実施日については、市へお問い合わせく
ださい。
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介護予防支援の指定について

• 指定の書式は厚生労働省の指定様式にて市に
申請を行う。

• 介護保険審議会に諮り、委員からの意見もらう
• 審議会の結果に基づき、指定の可否を決定し、
事業所に指定の可否について通知をおくる。

※包括的委託については、知立市は実施しません。

※介護保険審議会は年に１回～４回実施していま
す。実施日については、ホームページにてご確認く
ださい。

5※厚生労働省　介護保険最新情報Vol.1299より抜粋

包括的委託については、
知立市は実施しません。



6※厚生労働省　介護保険最新情報Vol.1299より抜粋



知立市における
継続利用要介護者の対応

令和７年度４月～対象となるサービス
　〇訪問型サービスA ・・・シルバーいちごサービス

※通所型サービスA（指定事業所）及び訪問型サービスA（指定事業所）にお
いては、国保連のシステムの調整等を踏まえ実施時期を検討中。

対象者
・介護給付を受ける前から継続的にシルバーいちごサービスを利用する要
介護者（要介護１～５）

※留意事項※

継続利用をするためには、本人の継続利用への希望があり、ケアマネ
ジャーによる適正なケアマネジメント及び多職種連携会議にて利用の適切
性への意見をもらっていること、事業所の受け入れが可能であることが必要
です。
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介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針　抜粋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(令和六年三月二十九日制定)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(厚生労働省告示第百六十八号)
３　対象者

　省略

なお、継続利用要介護者に対してサービス・活動事業(4(1)①の従前相当
サービス及び4(1)④のサービス・活動Cを除く。)を実施する際は、介護保険
法施行規則(平成11年厚生省令第36号。以下「則」という。)第140条の62の3
第2項第3号の2の規定に基づき、継続利用要介護者の心身の状況を踏ま
えた適切な支援を行う観点から、市町村及び当該事業の実施者は、居宅介
護支援事業者、地域包括支援センター及び地域ケア会議との密接な連携を
図る必要があること、また、サービス・活動事業の提供時に継続利用要介
護者に病状の急変が生じた場合等における必要な措置を講じるための実
施方法をあらかじめ定めておく必要があることに留意する必要がある。
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知立市では、

多職種連携会議に、担当者が事例を提出し多職種から意
見を聞き、継続利用の適切性を検討します。



介護保険最新情報Ｖol.1241
厚生労働省令第６１号　第１４０条の６２の３
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知立市では、

多職種連携会議後、長寿介護課へ指定の様式で届出をお
願いします。
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知立市における
介護予防ケアマネジメント計画の作成について

「介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント

（第１号介護予防支援事業）の実施及び介護予防手帳の活用について」の一部改正について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　老 認 発 0805 第 ３ 号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令 和 ６ 年 ８ 月 ５ 日
抜粋　

（１）共通事項

（ア）計画

介護予防ケアマネジメント計画の作成が想定されるのは、以下の場合である。

（ア）市町村が、指定事業者が行う従前相当サービス又はサービス・活動Ａに係る第１号事業支給費の額の
決定に際し、介護予防ケアマネジメントの結果を関連付けている場合であって、居宅要支援被保険者等が指
定事業者が行う従前相当サービス又はサービス・活動Ａを利用する場合

（イ）介護予防ケアマネジメントの結果、利用者の選択及び目標に応じて、訪問型サービス又は通所型サービ
スについて、施行規則第 140 条の 62 の５第１項第１号又は同条第２項第１号の規定に基づき利用期間を定
めることが必要と認められる場合（（ア）に掲げる場合を除く。）

なお、訪問型サービス又は通所型サービスの利用期間を予め当該事業の実施要綱等で定めている場合は、
必ずしも介護予防ケアマネジメント計画を作成する必要はない。
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サービス利用について、期間の定めが必要な場合は、介護予防
ケアマネジメント計画の作成をする。＝従来の運用のとおり



生活支援を行っている
市民団体の紹介

さわやかアシスト 　
（サービスB）

＜対象者＞６５歳以上の牛田町内の方
＜内容＞

・植木の剪定、粗大ごみや段ボールの
搬送、草刈り、草取り、屋内屋外の清掃、
電球交換等要相談
＜費用＞
５００円（１回６０分以内）
不燃物処理場へごみ運搬５００円
クリーンセンターへごみ運搬１０００円
＜実施主体＞
さわやかアシスト（住民ボランティア）
＜問い合わせ先＞
ヴィラトピア知立：８３－２０２２
（生活支援コーディネーター杉浦さんへ）
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おたがいさま班
（ボランティア）

＜対象＞
一人暮らしの高齢者
＜内容＞
少しの力でもできる支援
（お買い物、ごみ捨て、お掃除等）
要相談
＜費用＞

無料※内容によっては実費徴収部分
有
＜実施主体＞
南医療生協協同組合
＜相談先＞

お住まいの地域の生活支援コーディ
ネーターへ



ご清聴ありがとうございました。
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